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例会報告 
第２６３０地区 岐阜県 濃飛分区  創立１９６６年１月１５日 

●例会日 毎週金曜日 １２：３０～１３：３０      ●会 長   米澤 久二 

●例会場 高山市花里町 3-33-3 TEL 34-3988 ●幹 事   鴻野 幸泰 

     大垣共立銀行 高山支店 ４Ｆ ●会報委員長     新井 典仁  

                               

 

   ロータリー：変化をもたらす 

17-18 年度会報月間写真 お城シリーズ

3 月 諏訪高島城④   新井 典仁 

高山西ロータリークラブ

SAA担当100万＄の食事例会 

＜会長の時間＞ 

本日はＳＡＡ田中武さんおよ

び松川さんのお骨折りで、ここ

高山グリーンホテル従業員レス

トラン内会議室での例会が実現

いたしました。100万＄の食事

例会を、会場を移してゲストを

お招きしてできるとは思ってもみませんでした。松川さんありがと

うございました。村瀬署長、ご講話よろしくお願いいたします。 

＜本日のプログラム＞ 

Ｓ．Ａ．Ａ担当 100万＄の食事移動例会 

  松川 英明  
例年100万＄の食事例会は年6回設定されており、今年度実施済

みの例会については会長幹事が設営して下さいましたが「本来の担

当であるＳＡＡで企画を」とのお達しがありました。100万＄の食

事でとの制約の中、どの様に設営するか思案の末、いつもと趣向を

変えて移動例会といたしました。会員皆様には、通常はもちろんホ

テル内の各レストランをご利用いただいているかと存じますが、こ

こ従業員用レストランは、一般の方にも開放し広く皆様にご利用い

ただける施設となっております。今回ご紹介を兼ねまして例会を企

画させていただきました。今後もホテル共々ご愛顧下さい。 

さて、本日のゲスト、高山労働基準監督署長の村瀬様をご紹介い

たします。 

村瀬様は昭和36年、岐阜市にお生まれの現在56歳。昭和59年

に現在の厚生労働省である労働省に入省されました。 

埼玉、東京の本省、新潟の各労働基準監督官を歴任された後、平

成5年に岐阜へ赴任され県内の各監督署・岐阜労働局にてお勤めに

なり、八幡署長・恵那署長を経て、平成28 年高山署長として着任

され現在に至ります。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高山労働基準監督署長     村瀬 直貴 様 

御紹介いただきました高山労働基準監督署長の村瀬です。本日は

お招きいただきありがとうございました。貴重なお時間をいただき、

簡単に私共労働基準監督署の役割、行政課題等について説明します。 

当署は、高山市、下呂市、飛騨市及び白川村を管轄しており、目

指すところは、「誰もが安心して将来に希望を持って働くことがで

きる社会の実現」です。管内７，２００余りの事業場に働いている

約６２，０００人の労働者が、良好な職場環境において、仕事にや

りがいを持ちけがなく安全に働いてもらうことを目標としていま

す。 

当署が行っている業務内容は、主に① 労働条件の確保・改善 、

② 労働者の安全と健康確保対策 、③労災補償対策の３本を柱とし

ていますが 、本日は、① 、②を中心に話を進めていきたいと思い

ます 。 

当署には、毎年８００件から９００件の労働相談が寄せられてお

り 、その内訳は多い順に①年次有給休暇、②自己都合退職、③い

じめ・嫌がらせ、④賃金不払残業、⑤ 定期賃金不払、となってい

ます。最近の特徴としては、いじめ・嫌がらせ（パワハラ）の相談

が年々多くなってきています。企業は、労働基準法や労働安全衛生

法等 の労働関係法令を遵守 することはもちろんのこと、過労死等

の主な原因の一つである長時間労働の抑制や賃金不払残業の解消、

年次有給休暇の取得促進のためには、単に法令を遵守するだけでは

なく、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のとれた働

き方ができる職場環境づくりを進める必要があります。 
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一昨年秋の新入社員の過労自殺に端を発した違法な長時間労働

が社会問題化し、全国で大手企業が次々と書類送検されたのは記憶 

に新しいところです。 

現在開会中の 通常国会において、労働基準法等関連8 法案を 一

括して改正する「働き方改革関連法案」が審議される予定となって

おります。 

労働基準法の改正では、時間外労働の上限規制の導入（月４５時

間、年３６０時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合でも 

年７２０時間、単月１００時間【休日労働を含む】）未満、複数月

平均８０時間【休日労働を含む】を限度に設定）、一定日数の年次

有 給休暇 の確実な取得（使用者は、１０日以上の年次有給休暇が

付与される労働者に対し、５日について、毎年、時季を指定して与

えなければならないこととする）が大きな改正点となっています 。 

働き方改革は、法改正を待つまでもなく、人材の定着・確保の観

点からも企業にとって喫緊の課題であり、どのようなことが実行可

能なのか検討・工夫することが必要と考えます。お配りした「新は

つらつ職場づくり宣言」もそのきっかけとなると思いますので、是

非とも検討をお願いします。 

次に労働災害防止についてお話します。当署管内における平成

２８年及び平成２９年の休業４日以上の労働災害発生状況は表の

とおりであり、平成２９年は１７７件と平成２８年に比較し残念な

がら １４．９％増となりました 。死亡災害も発生しており、平成

２８年に２名、平成２９年に４名の尊い命が失われました。 

最近５年程労働災害は増減を繰り返しており、死亡災害について

も２年間ゼロということもありましたが、私が着任して２年が経過

しようとしていますが 、８件の死亡災害が発生しており、誠に憂

慮すべき状況にあり責任も痛感しています。 

当署では、従来から５年の中期計画を策定し労働災害防止に取り

組んできましたが、平成３０年度から新たな５か年計画（第１３次

労働災害防止５か年計画）をスタートさせることとしています。 

当署の特徴としては、冬季の凍結による転倒災害が多発しており、

その防止が災害減少の鍵になると考えています。２年間これらの災

害防止を目的に「ＳＴＯＰ冬季労働災害プロジェクト」を展開しま

したが、平成３０年度もこの運動を発展させていきたいと思います。

労働災害防止は、災害が発生する前に職場に潜む危険な芽を摘み取

ること（リスクアセスメント）が肝要となりますので、是非その観

点での職場の見直しをお願いし ます。 

また、過去の労働災害を分析すると、経験の浅い労働者が被災す

る傾向がありま す。労働者が不安全行動をしても災害が起こらな

い環境とすることが第一に求められますが、それと並び労働者に対

する安全衛生教育が重要であることが統計的にも明らかとなって 

います。 ４月に新入社員を迎えられる企業もあると思われますが、

十分配慮をお願いします。 

企業は、労働契約法においても、労働者の安全に配慮する義務が

定められています。これまでの行政経験の中で、数々の悲惨な死亡

災害に直面し、御遺族の話を聞く度に、決して労働災害はどんなこ

とがあっても発生させてはならず、これからもその防止のためあら

ゆる対策を講じていくこととしております。 

何ら安全対策について意識していなくても、災害が発生しないケ

ースはあります。「今まで大丈夫だったから」という 既成概念は捨

て、労働者はもとより、その家族、企業が笑顔になれるよう皆様の

御尽力をお願いするとともに、行政としても全力を尽くすことをお

誓いし、結びとしたいと思います。御清聴ありがとうございました。 
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